
 
 

食料安全保障の根幹である米生産の持続性確保を求める意見書 
 

　農業は国の基であり、生産基盤を守り、将来にわたり国民に米をはじめとする食料
を安定的に供給することは国の重要な責務である。また、国と地方が一体となって食
料自給率の向上を図ることが求められており、全国有数の耕地面積を有する当県は、
米をはじめとする食料供給に重要な役割を果たしていることから、その責務はより一

層高まっている。 
　そのような中、令和７年産米における生産増や流通在庫の急増等により、市場価格
の急激な下落や需給不均衡などの懸念が生じている。農業者は、生産体制の維持等に
影響を及ぼす大きな情勢変化に直面しており、国の適切な関与や支援が不足すれば、

営農継続を断念する農業者が相次ぐ恐れがある。当県農業の持続的な発展と国民への
食料の安定供給を確保することは、食料安全保障の強化に直結する極めて重要な課題
である。 
　よって、国においては、次の措置を講ずるよう強く要望する。 

１　食料の安定供給等に向け、輸入に大きく依存する麦、大豆、飼料作物などの水田
等を有効活用した国内生産の拡大を継続するとともに、園芸・畜産を含めた生産基
盤の整備を強化すること。 

２　食料安全保障の強化に向け、政府備蓄米の役割や機能を明確化し、需給や価格の

安定に資する制度となるよう運用の在り方を検討すること。併せて、放出・買い入
れの基準を明確化するとともに、生産量・民間在庫・流通状況等を的確に把握する
こと。 

３　米の需要に応じた生産の実効性を高めるため、主食用米の需要量、民間在庫、販

売動向等を踏まえ、主食用米の過剰作付けを抑制すること。また、輸出用米・加工
用米・飼料用米等への配分を行うなど、米の需給安定に向けた取組を強化すること。 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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